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はじめに

「強 いロシア」 と 「法の独裁」 のスローガ ンを掲げて,2000年 にロシア大統領 に就任 した

ウラジー ミル ・プーチンが,本 年(2008年)5月 に,憲 法に定め られた任期(2期8年)を

終 えようとしている。

2007年 末,プ ーチン大統領 は年越 し恒例の国民向 けテ レビ演説で,就 任後の8年 間 を振 り

返 りなが ら,「我々 は,ロ シアが年毎 にいかに力 を得 そして強化 され,ま た,い かに我々の経

済が成長 し,そ して人々 に とって新 しい可能性 を開 きつつあ るかを 目に してい る」 と自らの

成果 を誇示 してみせ た1。

その プーチ ン大統領へ のロシア国民の高い支持 につ いては,日 本で も度 々報道 され よ く知

られてい る。2007年12月 の国家院(下 院)議 員選挙 において,政 権与党 「統mシ ア」が

議席の3分 の2以 上 を占めるほ ど圧勝 したの も,事 実上の プーチ ン大統領 に対す る信任投票

であった。

で はなぜ,ロ シア国民は これほ どプーチン大統領 を支持す るのであろ うか。 その背景 には

どのような理由が あるので あろうか。本稿では,ロ シアで実施 されたい くっかの世論調査 と

統計データを基 に して,そ の疑 問の答 えに迫ってみたい2。

1.世 論調査 に よる評価

本章では,ロ シアの世論調査機 関であるレバ ダ・セ ンターのアンケー ト調査 の結果 を基 に,

プーチ ン大統領 に対す るロシア国民の評価 を概観 してみたい3。

国 民の高 い支持

プーチン大統領へのロシア国民か らの高い支持については,い つ くかの調査結果 によって

も示 されてい る。例 えば,2005年 にレバダ ・セ ンターが実施 した調査において も,「20世 紀

のロシアの指導者 についてあなたはどうい う態度でみてい ますか」とい う質 問に対 して,「賞

賛 を持 って」 「尊敬 を持って」 「好感を持 って」 とい う肯定 的評価項 目において,い ずれ もプ
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0チ ンが第1位 を占めた4 。

また,こ の調査では上記の項 目のいずれにおいて も,ゴ ルバチ ョフ とエ リツィンが最下位

を占めてお り,逆 に 「反感 ・憤慨 を持 って」「不快感 ・嫌悪 を持って」 とい う否定 的評価項 目

で は最上位 を占めている。 この ことは,現 在,ロ シアの人々が ゴルバチ ョフのペ レス トロイ

カか ら始 ま り,エ リッィンの急進的市場経済化で極限 に達 した,ロ シア社会の混乱 と無秩序

にいかに憤慨 してい るか を示 してい ると言えよ う。

次に,同 セ ンターが定期的に実施 している 「プーチ ン大統領 の活動 に対す る承認度(表D」

と見てみよう。 ここか らは,プ ーチ ン大統領への高い支持が,2000年 の就任 以来一貫 して続

いてい るこ とが分か る。

表1.プ ーチン大統領の活動 についての承認度の推移

(%:年 平均)

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

承認する 69.33 73.75 75.41 76.08 74.40 68.83 75.Gl 82.25

承認 しない 21.33 19.92 19.83 21.25 23.27 ii 22.46 17.00

注:回 答 困難 を含 まな い た め に,100%に は な らな い

出典:http:〃www.levada.ru/prezident.htmlの 各 表 か ら計 算

2004年 か ら2005年 にか けて承認度がわずか に低下 しているが,こ れは,2004年 のモス ク

ワ地下鉄爆破事件や,ペ ス ラン学校 占拠事件な どのチ ェチェン紛争 と関連す ると言われてい

るデ ロの激化への国民の不満 を反映 した もの と思 われ る。 しか しなが ら,チ ェチェン問題 に

関す る国民の関心は徐々に失われつつあ り,最 近で はプーチ ンの評価 にあま り影響がない と

考 えれてい る。 その ことは,2006年 と2007年 の きわめて高 い承認度 に現れてい る。

次に,こ の プーチ ンへの高い支持 の背景 を探 るために,「なぜ多 くの人々が プーチンを信頼

す るのか(表2)」 とい う調査結果 を見てみよう。

ここか ら分か ることは,表1で 見 た就任 当初か らの一貫 した高 い支持 も実は,当 初 は 「期

待」が大部分 を占めていた とい うことであ る。期待が実績への評価 と方を並べ るのは,就 任

か ら5年 後以降になっての ことであ る。また,プ ーチン支持 の背景 として,「他 に代わ るべ き

指導者が いない」 とい う回答が常に3分 の1を 占めているとい うことにも注 目すべ きであろ

う。
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表2.な ぜ多 くの人々が プーチンを信頼するのか?

(%)

2001 2ao2 2003 2004 2005 2006 2007

プーチンが首尾よ く立派に国の問題

の解決 にあたっていることを人々は

確信 したから

14 21 15 16 16 25 31

プーチンが将来,国 の問題 を解決す

ることができるということを人々が

期待 しているか ら

43 44 46 40 36 32 30

人々は他の誰を当てにしてよいか分

か らないか ら
34 31 34 41 42 38 35

回答困難 9 4 5 3 6 」 4

出典:表1と 同 じ

支持 の理 由 とその 内訳

前述 のよ うにプーチン大統領への支持 は,全 体 として就任以来一貫 して高 い。 そ してその

支持 はすで に期待か ら実績へ と移 っている。で は,ロ シア国民 は具体的 にプーチ ン大統領 の

どの ような業績 を評価 してい るのであろ うか。

表3は2007年3月 にレベ ダ ・センターが実施 した 「大統領在籍 期間におけるB。B.プ ーチ

ンの業績評価 」 とうい うアンケー ト調査 の結果で ある。

この中で,最 も高い評価 を得 ている項 目は,「 ロシアの国際的地位の向上」である。8%の

回答者がそれ をプーチ ンの 「主要 な成果」 とみな してお り,23%が この分野で成 果があった

とみな している。そ してわずか に4%が この分野での業績 を 「最 も不首尾」とみな している。

このことは,最 近の ロシアの強気の外交姿勢を,国 民はエ リッィン時代 に失 った 「強 いロ

シアのプライ ド」 の復活 として賞賛 してい るように思え る。 また,こ の調査では 「ロシア と

西欧諸国 との関係改善」にも高い評価が与 えれれてい るが,そ の後の英国 との外交的対立や,

米国のMD東 欧配置への対決姿勢が今後 どうのように評価 され るのか興 味深い。

次 にプーチン大統領 の業績 として高 く評価 されてい るのは,経 済分野 の項 目で ある。

まず,「 国民の生活水準の向上お よび賃金,年 金の上昇」には,16%の 回答者が それを 「主

要 な成果」 と考 え,15%が この分野で成果が あった と考 えてい る。ただ し,19%の 回答者は

この分野を最 も不首尾であった とみな してお り,こ の評価の矛盾 は現在 のロシアにおける経

済格差の問題 を反映 してい ると考え られ る。

また,任 期後半になって評価が上が ったのは 「国の経済発展」の項 目で ある。2006年 には

10%が 「主要な成果」,5%が 「その他 の成果」 としていたのが,2007年 ではそれぞれ18%,

12%と ほぼ倍 になった。 この項 日は,就 任以来高度成長 を続 けるロシアのマクロ経済 の実績

に対 しての国民の評価 といえるが,こ の背景 につ いては後 ほど詳 しく考察 したい。
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表3.大 統領在籍期間におけるB.B.プ ーチンの業績評価

主要な

成果

その他の

成果
成果計

最も

不首尾

評価
バランス

国の経済発展 IS 12 30 11 +19

国民の生活水準の向上,賃 金 ・年

金の増加
16 15 31 19 +12

楽観主義と急速な国の状態改善へ

の期待の向上
1Q 15 25 6 +19

ロシアの国際的地位の向上 8 23 31 4 +27

国の秩序の誘導 安定した政治状況

の維持
6 17 23 6 +17

ロシアと西欧諸国 との関係改善 」 23 28 3 +25

チェチェン問題の解決 4 18 22 3 +19

オ リガル ヒの抑止 とその影響の制

限
4 8 12 2a _g

民間 ビジネス発展のための良好 な

経済的,政 治的環境の創出
3 10 13 6 +7

他のCIS諸 国 との協力 2 12 14 4 +10

腐敗,賄 賂 との闘い 2 12 14 33 一19

国内でのテロリズムの危険性の除

去
2 9 11 7 +4

軍事力の改革と戦闘能力の向上 2 13 15 4 +11

犯罪 との闘い 1 8 9 23 一14

国民の政治的自由と民主主義の擁

護
1 7 8 3 +5

ロシアにお ける多様 な民族 間の関

係向上
0 4 4 10 一6

国のモラル と道徳の向上 0 3 3 22 一19

いかなる成果も見えない 10 9 一 一 一

回答困難 4 10 一 一 一

出典=http:〃www.levada.ru/press/200704170.html

注:2007年3月16日 ～19日,46の 地 域,128居 住 地 点 で18歳 以 上 の1600人 に 調 査 。
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一方
,同 じ経済分野で も 「オ リガル ヒの抑止 とその影響の制 限」につ いては評価が低いの

は意外 な結果 に思える。 プーチ ン政権 はべ レゾフスキーや ホ ドルコフスキー,グ シ ンス キー

な どのエ リッィン時代 に台頭 したオ リガル ヒを次々に排除 した。 しか し,依 然 としてアブラ

モー ビッチな どが 「Forbes」の億万長者 ランキングの上位 に連 なってお り,国 民の 目にはま

だそれ らの抑止が不十分 とい うこ とであ る5。

同様 に高い評価 を得たのは,「楽観主義 と急速 な国の状態改善への期待の向上」とい う項 目

であ る。それが具体 的に何 をイメージす るか は,回 答者 によってまち まちだ ろうが,や は り

好景気 の影響がiw大 きい と考 えられ る。

逆に,プ ーチン政権 の業績で もっ とも低 い評価 を得 たのは,「腐敗,賄 賂 との闘い」である。

回答者 の3人 に1人(33%)が この分野の業績 を 「最 も不首尾」であった と考 えてお り,「主

要な成果」 と考 えている回答者の はた ったの2%で ある。

また同様 に,評 価 が低いのは 「国のモ ラル と道徳の向上」 とい う項 日であった。すべての

回答者 が この分野での成果がなか った考 えている。

次 に,評 価 が低いのは 「犯罪 との闘 い」の項 目である。 この分野での プ0チ ン政権の業績

を 「主要 な成果」 と考 えてい るのは,回 答者 のわずか1%で,23%が 「最 も不首尾」 とみな

してい る。

以上の結果を要約す ると,プ ーチ ン政権 への高い支持の理 由は,外 交 と経済分野の実績 に

対 してであ り,プ ーチンが大統領就任 の際 に 「法の独裁」 とい う公約 を掲げて強調 した治安

や法秩序 の回復 については,実 は支持 の理由になっていない とい うことになる。

で は次 に,上 で述べた国民の評価 の背景 にどの ような事情があ るのであ ろうか。経済 と社

会 の分野について,さ らに詳 しく考察 してみ よう。

2.経 済的成果の危うい基盤

前章で明 らか になった ように,プ ーチン大統領が高 く支持 されてい るのは,経 済分野の実

績 を国民が高 く評価 しているか らであ る。では,そ の成果 はいかな る要因によって導かれた

もので あろうか。

達 成 され る公約

ロシア政府の発表 によれ ば,2007年 のロシアの実質国内総生産の成長率が,7.6%に 達 し

た ことを明 らかになった。この高度成長 は1998年 の金融危機後,9年 連続 に及んで いる。ま

た,ロ シア政府 は2008年 について も,少 な くとも6.7%の 成長 を見込んでお り,こ れ はいわ

ゆるBRICsと して知 られ る国の中でも,中 国 には及 ぼないが,イ ン ドの とほぼ並ぶパ フォー

マンスである。

プーチ ン大統領 は就任直後 に 『2010年 までのロシアの連邦の発展戦略』を発表 し6,「10年
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間でGDP倍 増」の方針 を宣言 していたが,2000年 の就任 以来の8年 間でGDPは1。7倍

以上 とな り,年 平均で は約7%の 成長 となった。 もしこのままのペースが続 けば,2年 後 に

は公約 をほぼ達成 できる計算 にな る。

表4は プーチン大統領在任 中のロシアの主要経済指標 である。 ここか ら分か るように,鉱

工業生産,投 資,商 品小売販売高が 目覚 しい伸 びを見せ た。 この好景気は建築 ラッシュによ

って都市の景観を一変 させ,世 界 の高級 ブラン ドが相次 いで進 出 し,国 民 にロシア経済 の復

活を実感 させた。 この ような変化が,ア ンケー トにお ける 「国の経済発展」に対す る高 い評

価 の背景 となっ と考 えられ る。

表4プ ーチン政権下のロシアの主要経済指標

系列名 単位 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

国内総生産
(実質)

% 一5 .3 6.4 10 5.1 4.7 7.3 7.2 6.4 6.7

鉱工業生産

高(実質)
% 一5 .2 i1 8.7 2.9 3.1 8.9 8.3 4 3.9

農業生産高
(実質)

% 一13
.2 4.1 7.7 7.5 1.5 1.3 3 2.4 2.8

投資(実 質) % 一12 5.3 17.4 10 2.8 12.5 11.7 10.7 13.7

商品小売販
売高

% 一3
.2

一5
.8 9 11 9.3 8.8 13.3 12.8 13

消費者物価
指数

% 184.4 136.5 120.2 118.6 115.1 1i2 111.7 110.9 109

失業率 % 2.9 1.7 1.4 1.6 2.1 2.3 2.6 2.5 2.3

財政収支
10億 ル

ー ブル
一155 .3 III 137.6 264.3 97 173.8 760.2 1,759.00 2,258.80

歳入
10億 ル
ー ブル 686.8 1,213.80 2,097.70 2,683.70 3,519.20 4,138.70 5,429.90 8,579.60 10,642.80

歳出
10億 ル

ー ブル 842.1 1,258.00 1,960.10 2,419.40 3,422.30 3,964.90 4,669.70 6,820.60 8,384.00

貿易収支
100万

use
27,735 42,607 69,213 58ρ86 60,535 76,309 106,031 142,766 164,428

輸出
100万

US$
71,314 72,885 103,093 99,969 106,712 133,656 181,600 241,473 301,976

輸入
100万

US$
43,579 30,278 ....1 .. 46,177 57,347 75,569 98,707 137,548

為替レート

(期末)

ルー ブ

ル/

1us$

20.65 27 28.16 30.14 31.78 29.45 27.75 .. 26.33

経常収支
100万

US$
218 24,615 46,839 33,934 29,116 35,410 59,514 84,443 9fi,106

外貨準備高

(年末値,金

を除く)

100万

US$
7,801 8,457 24,264 32,542.40 44,053.60 73,175 120,809 175,900 295,568

対外債務残
高

100万

US$
185,700 177,100 160,027 151,122 169,900 199,400 225,000 257,200 309,700

出典:ロ シ アNIS貿 易 会,CEEDS(ロ シ アCIS統 計 データベ ース)
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高 度成長 の要 因

では,プ ーチ ン大統領在任中に この ような高い経済成長率が達成 されたのは,ど の ような

要因によるので あろうか。そ こには主 として2つ の要因が あった。

まず一つ 目は,1998年8月 のロシァ金融危機であ る。エ リッィン政権末期 にロシア政府が

通貨 コリ ドールによって維持 して きたルー ブル高政策が破綻 し,ル ー ブル為替 レー トが暴落

した。それによる輸入代替効果 によって,1992年 以来低 迷 していた国内生産が息を吹 き返 し

たのである。すなわち前政権 の誤 った政策が,そ れを引き継 いだ プーチ ン政権下 の経済復興

の火付 け役 となった とい うわ けだ7。

このルーブル減価 による輸 入代替効果 を成長 の第1弾 ロケ ッ トとすれ ば,第2弾 ロケッ ト

は,2001年 の米 同時多発テロを契機 に始 まった石油価格の高騰である。この石油価格 の上昇

は2002年 にいったん収 まった ものの,そ の後 のイラク情勢や中国の需要拡大,米 国を襲 った

ハ リケー ンな どの不安定要 因か ら,現 在 まで上昇を続 けている。

この石油価格の上昇 によってロシアの輸 出額 も増加 し,2006年 には2000年 の約3倍 とな

る約3000億 ドルに達 した。この膨大 な外貨流入 は,政府 と石油輸出関連企業の支出 を通 じて,

投資 と消費の増大 を促 した。それが,ア ンケー トの 「国の経済発展」 と 「国民の生活水準の

向上,賃 金 ・年金 の増加」の項 目への高 い評価の背景 となってい ると考 えられ る。

また同時 に,そ れ らの資金 はロシアの外貨準備高 を増大 させ,対 外債務の返済 を促進 した。

そ して そのこ とは,外 交政策 における 「強い ロシア」 と 「大 国の復活」 を象徴す る強気の姿

勢の裏付 けとな り,そ れが アンケー ト調査 における 「ロシアの国際的地位の向上」に対す る

国民の高い評価 の背景 にもなった。

いずれ にして も,プ ーチン大統領への国民の高 い支持 の理由で ある経済分野 の実績 も,実

は,当 初想定 した以上の石油価格の上昇 とい う外部要因によって与 えられた もの と言 える。

もち ろん,税 制改革や積極 的な外資導入な どの独 自の経済政策 による成果 もあ るが,そ れ ら

が経済成長 に果た した役割 は石汕価格上昇に比べれ ば小 さい と考 え られている。 た とえば,

アガ ンベギャンは,「7%のGDP成 長率の うち,4%が 市況要 因,3%が 自主努力」 と述べて

いる8。 その割合が妥当だ とすれ ば,国 民の プーチ ンへ の支持 も 「国外 の市況」 とい う危 う

い基盤の上 にあ ることになる。

残 された課題

当面 は,世 界 の需給バ ランスか ら見て石油価格が急激 に下落す るとい うシナ リオは考 え ら

れ ないので,ロ シアの経済成長が急減速す ることはないだ ろう。 しか し,長 期的な視点か ら

見た ロシア経済の問題点 については,多 くの専門家によって指摘 されてい る。

その代表的な ものは,ロ シアが今後 もエネル ギーに輸 出を続 けられ るか とい うものである。

もちろん,ロ シアは現在世界最大の資源大国であるが,そ の採取 は技術的に も,経 済的に も

年々 困難 になっている。た とえぼ,前 述 のアガ ンベギ ャンは,「 輸出の中核 をなす(全 体 の
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87%)原 燃料部 門の成長 の可能性 には限 りがある」 として,今 後,ロ シアにおける石油,天

然 ガスの採掘量が減少す る可能性 を指摘 している9。 また,こ のままロシアの経済成長 が続

けは,国 内でのエネルギー需要が増大 し,輸 出に回す割合が減少す ることも考 えられ る。今

後 のロシア経済 に とってエネルギー輸 出依存 の経済構造の転換が最大の課題で ある。

もう一・つの問題 は,経 済格差であ る。好景気が伝 え られ る国内経済 において も,食 料 品や

家賃 の高騰で,昨 年の消費者物価 は前年比11.9も 上昇 し,普 通 の市民生活を直撃 してい る。

政府 は2007年10月 か ら,乳 製 品な ど一部の食料品価格 を事実上凍結 したが,そ の物価沈静

効果 は限定 的であ る。マス コミでは一部 のロシア人スーパー ・リッチの桁違いの消費が伝え

られ るが,多 くの国民 は貧 困に喘いでい るのだ。 その不満が,プ チーチン政権 の業績の中で

「国民の生活水準の向上
,賃 金 ・年金 の増加」に対 して,19%の 回答者が 「最 も不首尾」 と回

答する背景 となって いるのであ る。

もち ろん,プ ーチン大統領 も所得格差問題 が重要課題であ ることを認めている。2008年2

月に発表 された 『2020年 までの ロシアの発展戦 略』 の中で,プ ーチンは 「現在 の15倍 とい

う絶対に受 け入れ られない所得格差 を もっ と妥当な状態 にまで縮小 しなけれ ばな らない」 と

述べているIo。しか し,事態 は大統領 が考 えるよ りもさ らに深刻であ ることが最近分かった。

国家統計局 の発表 による と,2006年 のロシア国民の所得上位10%と 下位10%の 格差 は15倍

で はな く16.3倍 であった。 また さらに,2007年 にはそれが16.8倍 にまで拡人 して いる11。

すなわち,現 時点で富裕層が さらに潤 う一方で,庶 民の生活が一 向に向上 しない という格差

の構造が改善 され る兆 しは見 えていない。

3.治 安 と秩序 の改善

ここでは,前 述の アンケー トにおいて,高 い評価 を得 た経済分野 とは対象 的に,評 価 の低

かった社会分野,す なわち 「腐敗,賄 賂 との闘 い」,「国のモ ラル と道徳の向上」,「犯罪 との

闘い」の項 目について,そ の背景 を考察 してみたい。

「腐敗 との闘 い」 の ジ レンマ

プーチン政権 の業績 に対す る評価 で,最 も評価バ ランスの低い項 目は 「腐敗,賄 賂 との闘

い」 と 「国のモ ラル と道徳 の向上」である(-19%)。 しか し,両 者 には大 きな違いがある。

それは,「腐敗,賄 賂 との闘い」に対 して は,「最 も不首尾」 と答 えた割合が33%と 圧倒 的に

高 い とい うことであ る。っ ま り,国 民が最 も否定的に評価 してい るのが この項 目である。

この問題の背景 を探 るに当たって,興 味深 い調査が ある。 それはロシア科学 アカデ ミー社

会学研究所 が2005年 に実施 した 「新 しいロシアにおける官僚 と権力」とい うアンケ0ト 調査

で ある12。 この調査 のユニークな ところは,調 査対象を一般人 と官僚 の2つ の グルー プに分

け,そ れぞれ に同 じ質 問を した ことである。第1グ ルー プはロシァ全土にわた り11の 社会階

層の1500人 の一般人に対 して,第2グ ルー プは,300人 の国家公務 員,地 方公務員な どいわ
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ゆる現職の官僚 に対 して行われた。以下の分析 は,こ の調査結果 を基 にしてい る。

このアンケー トの結果 によると,90年 代 の経済不況 と社会的混乱 を生 き抜いたロシア国民

は,現 在,総 じて国家の役割 の強化 には肯定的である。大多数(67.5%)の 回答者C一 般人

も官僚 も)は,国 家の運営 は経験豊 かで専門的な知識 を持つ官僚 によって行われ るべ き と考

えてい る。

しか し,い わゆる 「高級官僚」にっいては,国 民 は否定 的なイメージを持ってい る。特 に,

高級官僚 とオ リガル ヒとの結 びつ きが,ロ シアの経済発展 に対す る主た る障害である と見て

い る。 ほぼ半数(49.9%)の 回答者が,官 僚の腐敗 と汚職が経済の成長 を阻害 している と考

えている。 この点については,下 級官僚の35.4%も 同意 している。

ただ し注 目すべ きことは,一 般 の国民 は この問題 を必ず しも国家の第一の問題 と考 えてい

ない ことである。国民 に とっての第一の問題 とは,日 々直面 してい るアル コール中毒や麻薬

中毒,イ ンフレや低 い生活水準な どであ る。 その理由 として以下の2つ が考え られ る。 まず

第一 に,国 民の中 には,官 僚の腐敗 はいつ の時代 にもあ るとい う固定観念が定着 してい るこ

と。第二 に,国 民の多 くが,ロ シア社会 において官僚 を押 さえつ ける力が あるとは思えない

と考 えてい るか らである。 これ は別 の見方 をすれば,立 法府,司 法制度 マス コミ,政 党,

労働組合な どが その役割を十分 に果 た していない ことを意味 している。 このことは裁判所の

活動 を肯定的に評価 してい る一般国民が1.7%に 過 ぎない ことか らもわか る。

よ く知 られているように,プ0チ ンは 「法 の独裁」 とい うスローガ ンを掲 げ,社 会秩序の

回復 を約束 して大統領 に就任 した。そ してその実現 のために,知 事 の任命制や大統領全権代

表 の導入 な ど,垂 直的権力機構 の強化 に努めてきた13。 その点 については,国 民の59.5%,

官僚 の70%が,そ の試みは評価 す るものの,そ れ らの権力機構 は未 だ十分 に効果 を発揮 して

いない と考 えてい る。さらに,一 般市民の回答者 の66%は,権 力機構 の仕事 に何 の変化 も見

ていな し,そ れ どころか,32.8%は これ らの行政改革以降,官 僚の横暴 はます ますひ どくな

った と考えているのであ る。もちろん,官 僚 自身でそう考 えてい るの3.1%に すぎないのだが。

この調査で は,「現在 のロシアで最 も腐敗 している分野 はどこか」とい う問いに対 して,一

般 国民 は,現 場 の行政機関(40.9%),治 安機関(33.8%),社 会全体(27.1%)な どを上位に

挙 げている。 また,裁 判制度(22.3%),大 規模 ビジネス(18.5%),連 邦政府(17.2%),医

療 と教育(17.7%),徴 兵 司令部(14.8%)な ど挙 げる人 も少な くない。逆 に,娯 楽産業,芸

術,政 党,議 会,マ スコミに対 して腐敗が それほ どで もない と考 えてい る。すわなち,最 も

腐敗 してい ると考 え られているのは,一 般市民が 日常的に接触す る機 関や組織 なのである。

一方
,官 僚 自身は違 った意見を持 っているようだ。彼 らが最 も腐敗 してい る分野 として一

位 に挙 げたのは,治 安機関(342%)で あ る。特 に頻繁 に 「衝突す る」交通警察 の隊員 を挙

げている。二番 目に,社 会全体,地 方行政機関,地 方 と連邦政府,大 規模 ビジネスな どが く

る(21.4-24,9%)な どが挙 げ られ る。役人たちも,市 民 と同様 に,政 党,国 会,マ ス コミ,

娯楽産業な どは腐敗度が低 い とみな している。

次 に腐敗 の理 由にっいてで あるが,こ れ も一般市民 と官僚 とで は意見が異なる。市民 はロ
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シアの社会の腐敗の理 由 として,制 度の問題 と同程度 にモラルの問題 を重視 している。一方,

官僚 は制度の問題 を最 も重要視 している。すなわち,一 般市民の回答者 の33.3%が 国家 の非

効率 と法 の不備 を腐敗の理 由 として挙 げ,29.5%が 役人 の貧欲 さ と不道徳 を挙 げてい る。次

に,官 僚 と大規模 ビジネ ス との癒着(23.8%),さ らにその次に,低 い法文化水準 と弱い法律

遵守 の精神を挙 げている(13.4%)。

これ に対 して官僚 は,腐 敗の理 由 として,第1位 に国家 と法 の不備 と非効率 を挙 げ(41.6%),

次 に役人 と財界 との癒着 と未発達 の法文化 を挙 げてい る(20.2-26.1%)。 そ して,も っ とも

低 いの は役人の貧欲 さ と不道徳 である(12.1%)。

ロシアにおいて腐敗 は歴史的に も文化 的にも根が深 い問題 である。 したがって,そ れ との

闘いには一朝一夕で勝利 できることではない。 プーチ ン大統領 は権 力機構 を強化す ることに

よってその鎮圧 を試みたが,思 わ しい成果 を挙 げるこ とはで きなかった。なぜ らな らば,上

述 した ように,そ こには腐敗 と闘 うべ き権力機構 その ものが腐敗 しているとい うジ レンマが

あ るためで ある。

モ ラル の低 下につ いての一考察

第1章 で取 り上 げたアンケー トへの回答の中で,「腐敗 賄賂 との闘い」に同程度 に国民の

評価が低 いプーチン政権の業績 は 「国のモ ラル と道徳の向上」であ る。ただ,モ ラルや道徳

といっても幅広 い概念で あ り,回 答者の根拠 もまちまちであろうが,例 えば,ロ シアの町中

で度々見か ける,無 造作 に捨て られたゴ ミの山な どが挙 げ られ るか もしれ ない。

国民のモ ラルの向上 とい うテーマは,単 に政権 の政策 の範囲を超 えた問題 であ り,そ れ に

は長期 にわたる歴史的,文 化的背景が大 き く影響 する と考 えられ る。 ここでは,現 代 のロシ

ア国民のモ ラルが低下 した原因 として,次 のような考 え方があ ることを紹介 す るに留めてお

きたい。

それ は,「 まず凡庸 なツァー リの統治か ら始 ま り,そ の後 の共産主義の悪魔たちのせいで,

ロシアは3度 の革命,内 戦,5度 の戦争,2度 の移民 の波,そ して学問的,文 化 的,宗 教的,

政治的粛清 を通 じた3度 のス ター リン的弾圧 を体験 した。 そのた め,ロ シアの遺伝子か ら優

れた知性 と精神が抜 け出 して しまったのである。賢明で,正 直で,進 取 の気性 を も持 った人々

が殺 され,追 放 され,あ るいは逃 げ出さざるを得なかった」とい うもので ある14。すなわち,

現在の ロシア国民のモ ラルの低下 は,20世 紀 にロシアを襲 った悲劇の連続 によって説明 され

る というものであ る。

また,袴 田茂樹 は 「厳密 な意味での封建体制 を経験 していないロシア社会 は,社 会 に自立

的な秩序感覚が十分 に発達 していない」と,さ らに長 い歴史的背景の影響 を指摘 している15。

このような説明 について詳細 に論ず ることは本稿のテーマを超 えてい るが,い ずれに して も,

この問題 には長期 にわた る取 り組みが必要であ り,8年 間のプーチ ン政権 の業績 として評価

す るこ とには多少無理がある と思 う。
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増加 した犯罪

次 に国民の評価が低 いプーチ ン政権 の業績は 「犯罪 との闘い」であ る。治安機 関出身のプ

ーチンが国家元首 になったこ とによって
,犯 罪が減少 し,治 安が回復 した とのイメージがあ

るが,統 計が示 す状況はその逆で ある。

表5.登 録犯罪件数の推移

(単位:千 件)

1990 1995 2000 2001 2002 zao3 2004 2005

登録犯罪数 1839.5 2755.7 2952.4 2968.3 2526.3 2756.4 2893.8 3554.7

前期比(%) 49.8 7.1 0.5 一14
.9 9.1 5.0 22.8

犯罪率(件/10万 人) 1245.7 1858.1 2028.3 2028.9 1734.5 1901.4 2007.2 2477.6

殺人と殺人未遂 15.6 31.7 31.8 33.6 32.3 31.6 31.6 30.8

前期比(%) 103.2 0.3 5.7 一3
.9

一2
.2 o.o 一2

.5

暴行と暴行未遂 15.0 12.5 7.9 8.2 8.1 8.1 8.8 9.2

前期比(%) 一16
.7

一36
.8 3.8 一1

.2 o.o 8.6 4.5

略奪 83.3 140.6 132.4 148.8 167.3 198.0 251.4 344.4

前期比(%) Iii 一5
.8 12.4 12.4 18.4 27.0 37.0

強盗 16.5 37.7 39.4 44.8 47.1 i・ 55.4 63.7

前期比(%) 128.5 4.5 13.7 5.1 3.4 13.S 15.0

窃盗 913.1 79.9 1310.1 1273.2 926.8 1150.8 1276.9 1573.0

前期比(%) 一91 .2 1539.7 一2
.8

一27
.2 24.2 11.0 23.2

麻薬関連の犯罪 16.3 79.9 243.6 241.6 189.6 181.7 150.1 175.2

前期比(%)

P

390.2 204.9 i 一21
.5

一4 .2 一17 .4 16.7

交通違反と輸送手段

の搾取
96.3 50.0 52.7 54.5 56.8 53.6 26.5 26.6

前期比(%) /・ 5.4 3.4 4.2 一5
.6

一50
.6 0.4

贈収賄 2.7 4.7 7.0 7.9 7.3 7.3 8.9 9.8

前期比(%) 74.1 48.9 12.9 一7
.6 o.o 21.9 10.1

注=犯 罪 率 よ び前 期 比 は 筆 者 の計 算 値 。

出典:Pocc曲cKHhCTaTHcTHqecK曲E>xeroAxxx2006,P.297.

表5は 登録 された犯罪件数 の推移 を示 している。犯罪総数で見れ ば,ゴ ルバチ ョフ末期

(1990年)は おろか,社 会的混乱の極致 であったエ リツィン時代(1995年)と 比較 して も,

プーチン時代の方が件数,率 ともに圧倒 的に多 く高い。就任直後の2000年 か ら2003年 にか

けては,犯 罪の減少傾向が見 られたが,そ れ以降は大幅 に増加 してい る。特 に略奪,強 盗,
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窃盗な どの一・般市民の身の回 りで起 きてい る犯罪の増加 が顕著である。一方で,殺 人や麻薬

関連 にはい くらかの改善が見 られ,交 通違反 について は取 り締 ま り強化 の効果が現れている

が,贈 収賄 については,2005年 にはエ リッィン時代 の1995年 のほぼ2倍 の件数が登録 され

ている。

ただ し,こ れ らのデー タの解釈 には慎重 さが要求 され る。 とい うのは,90年 代の性急な市

場経済化 の時代 に犯罪が爆発的に増加 した とき,市 民は犯罪の被 害 にあって も警察 に届 けな

い ことが多かった16。 なぜ なら警察 を信用 していなかったか らであ る。 したが って,プ ーチ

ン政権下での登録犯罪件数の増加 は,ひ ょっ とした ら警察へ の信頼が回復 しつつある証か も

知れない。 しか しなが ら,登 録 され ようが され まいが,実 際 に犯罪の脅威が増加 してい るこ

とには変わ りが ない。 その ことがア ンケー トで 「犯罪 との闘い」 に低い評価が与 え られる背

景 になっているの と考 えられ る。

犯罪 を抑止す るためには,行 われた犯罪 に対 して司法 による厳格な処罰が科 され ることが

重要で ある。 そ して それは,法 を犯 した者 に公平でな けれ ばな らない。 しか しなが ら,2007

年6月 に 「イズベスチ ア」紙 と全露世論調査セ ンターがロシア全土で46の 地域,1600人 を

対象 に実施 した調査 によると,回 答者 のほぼ半数(42%)が 「法の下での平等」は,ロ シア

には決 して定着することはない と考 えているので ある17。

これは,プ0チ ン政権下 における行政 と司法の恣意的な結 びつ きや司法権力の選択的な発

動(例 えば政権 に批判 的なオルガル ヒにのみ)が,国 民 にこの ような悲観的なを考 えの根拠

を与えてい るのではないか と思われ る。

結 語 に代 えて

ゴルバチ ョフは国外か らは賞賛 されなが らも,国 内では不人気であった。対照的に,プ ー

チ ンは国内で は圧倒的な支持 を受 けつつ も,度 々西欧諸国か らの批判 にさらされている。そ

れは報道 の自由の抑圧や人権の弾圧 な どの民主主義のあ り方 についてで あった り,ま た,民

営化企業 の再国有化やエネルギー を利用 した外交姿勢 な どにつ いてで あった りす る。

プーチン政権 に対す る国際的な評価 を包括 的に論ず る ことは,本 論 の主題で はないので,

ここでは,プ ーチン政権 に対 する国際的評価の一つ として人間開発指数(HumanDevelopment

Index:HDI)に 注 目したい18。 これは,国 連開発計画(UNDP)が,各 国の国民の生活の質や

その発展度合 いを示す指標 として発表 しているもので ある。

表6は プーチン政権下 におけるロシアの人間開発指数(HDI)の 推移 を示 した ものであ る。

1人 当た り実質GDPの 伸 びに応 じて,HDIも 右肩上が りに順調 に改善 した。 しか しなが ら,

それで も2005年 時点のHDIは ソ連解体時の1990年 の レベル まで回復 していない ということ

がわか る。 また,世 界の中での順位 も57位 か ら67位 の問に位置 してお り,大 きな進展 はみ

られない。この順位 はUNDPの カテゴ リーにおいて,高 度の人間開発国 と中度 の人問開発の

ほぼ境 目に位置 している。
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表6.人 間開発指数(HDI)の 推移

1980 1985 199a 1995 2000 2001 2002 2003 200 20a5

人間開発指

数
0,796 o.sll 0,815 0,771 0,782 0,779 0,795 0,795 0,797 0,802

世界の順位 一 ㎜ }
一 一 63 57 62 65 67

出 典:「Humandevelopmentreport」,UNDP,2003,2004,2005,2006,2007/8よ り抜 粋

この ように,国 際的基準か らロシア国民の生活の質の変化 を見 た場合,プ ーチ ン政権8年

が成 し得た こ とは,単 に90年 代の落 ち込 みを回復 した に過 ぎない。もち ろん,そ れ 自体十分

に評価 に値す る業績であ り,そ れ ゆえの国民か らの高 い支持で あろう。 しか し,本 論で見た

ように,そ の最大 の根拠で ある高 い経済成長は,未 曾有の石油価格 の上昇 とい う危 うい基盤

に支 え らている。

本論の脱稿直前(2008年2月8日),プ ーチン大統領 は 『2020年 までの ロシアの発展戦略』

を発表 した19。 これは,プ ーチ ンが大統領退任後 も何 らかの形で ロシアを主導 し続 けるとい

う決意の表れだ ろう。すでに世界第10位 の経済力 を持 ち,第3位 の外貨準備高 を有す るロシ

アは,現在の石油価格 の水準が維持 される限 り,今後 も経済大国へ の道 を順調に進むだ ろう。

また積極的な外資導入 によって,石 油輸 出依存 か らの経済構造転換 も2020年 には一定の成果

を挙 げてい るだ ろう。 しか しなが ら,同 時にその時,「 腐敗,賄 賂 との闘 い」,「「犯罪 との闘

い」の勝利が宣言 され,「国民のモ ラルの向上」が広 く国民か ら評価 を得 ているのだ ろうか。そ

の意味で,プ ーチ ンの真の評価 は,12年 後 に下 され るこ とにな るだ ろう。
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